
地方創生を
実現に導く
専門誌

媒体概要

地方創生や地域経営、地方議会の最新動向を
いち早く伝える「日経グローカル」
「日経グローカル」は2004年4月創刊の地域情報専門誌です。自治体幹部や議員・議会、大学・シンクタンク、民間企業

を中心に読者を有し、創刊から12年となった2016年4月には通巻290 号を発行しました。新聞や市販の雑誌では得られ

ない深掘りの地域情報を、独自調査やベテラン研究員の取材、国から入手したデータの分析に基づいて、毎月２回、提供して

います。自治体の注目事業、議会・大学の取り組みを紹介するリポート、霞が関情報、各分野の専門家が執筆する連載コラ

ムなど、人口減少時代における地域経営やまちづくり、地方創生に欠かせない情報が満載です。日本経済新聞社の支社・

支局の取材網も活用し、高付加価値型の実戦的情報の充実ぶりでは、類書の追随を許しません。

「日経グローカル」は、自治体の首長・幹部や議員・議会関係者、地域づくり
に関わる方々に直接届くメディアです。

提供する記事の主な内容

創 刊
編集・発行
発 行 日
発 行 形 態
体 裁
年間購読料

広告出稿の
ご案内

 ： 2004年４月（前身の「日経地域情報」は1986年４月）
 ： 日本経済新聞社
 ： 毎月第1・第３月曜日発行、年24回発行
 ： 年間予約購読・直送制
 ： A4判（60～70ページ、但し予算特大号などは120ページ超）
 ： 84,000円+税

日本経済新聞社
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● 自治体などへの全国調査をベースにした特集
　 （最近の事例：地方版総合戦略の策定状況、災害時「司令塔機能」に課題、どうする所有者不明土地、議会改革度、離陸する
か日本版CCRC、地銀が仕掛ける地方創生）

● 国のデータを情報公開請求などで入手して分析した特集
　 （最近の事例：地方公務員の推定平均年収、地方交付税の検証、中長期で見た公示地価、道路のメンテナンス）

● 首長やキーマンへのインタビュー

● 新聞ではカバーできない地域のトレンドや諸問題を深掘りする「FOCUS」、
　 地域の動向やデータを紹介する「REPORT」など

● 好評連載「霞が関　底流伏流」のほか、2016年4月スタートの「ビッグデータ活用」「自治体財政、改善
のヒント」「地域発電でまちづくり」などの新連載など毎号10～15本程度のコラムを収録



「日経グローカル」はこのような広告が効果的です！

読者属性（2016年5月末）

是非、日経グローカルへの広告掲載をご検討くださいますようお願い申し上げます。
見本誌をご用意しております。お申し付けください。

本誌広告掲載スケジュール＆掲載料金

広告掲載のお申し込み・お問い合わせは

㈱日経ＢＰアド・パートナーズ
〒108-8646  東京都港区白金1-17-3 NBFプラチナタワー
Tel 03-6811-8880　Fax 03-5421-9136
E-mail: bpads@nikkeibp.co.jp

「日経グローカル」の内容についてのお問い合わせは

日本経済新聞社　編集局地方部
〒100-8066  東京都千代田区大手町1-3-7　
Tel 03-6256-2313　Fax 03-6256-2980

広告申し込み締め切り日 発行４週間前の月曜日 広告原稿締め切り日 発行３週間前の月曜日

※上記広告料金に消費税は含まれておりません。

本誌広告スペース・掲載料金

４色

30万円

25万円

50万円

20万円

15万円

30万円

表２・1ページ

スペース カラー

表３・1ページ

記事中・2ページ（見開き）

白黒

広告原稿について

・原稿サイズ：天地267mm x 左右170mm　　・仕上がりサイズ：A4　天地297mm x左右210mm
・広告原稿には原則として、広告原稿サイズで囲み罫を入れてください。
・トンボはＡ4の仕上がりサイズで入れてください。
・入稿はJ-PDFまたはモノクロPDF
・入稿物は原寸大の出力見本、PDF入稿仕様書、プリフライトレポート、メディアの４点セットでお願いいたします。
・原稿制作については雑誌広告デジタル送稿推進協議会の「ＪＭＰＡカラー準拠PDF制作ガイド」及び「モノクロPDF制作ガイド」
のルールに従ってください。
・一部修正がある場合は、修正済みのデータを改めてご入稿ください。

※制作ガイドについては
　雑誌広告デジタル送稿推進協議会公式ホームページ「雑誌デジ送ナビ」（http://www.3djma.jp）をご参照ください。
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● 自治体向けシステムの広告
● 自治体職員・議員向けセミナーや研修の広告
● 経営コンサルティングや公会計支援の広告

● 各種リサーチの広告
● 会社紹介の広告
● 企業誘致・事業用地の募集広告　…など
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